
介護職員初任者研修・実務者研修
受講料の一部補助制度

１． 制度概要

２． 条件

対象介護保険サービス事業 対象障害福祉サービス事業

「２．条件」に記載されているすべての条件を満たす方に対し、受講料の一部を補助します。

居宅介護、重度訪問介護、行動援護、同行援護、

療養介護、生活介護、短期入所、施設入所支援、

自立訓練（機能訓練、生活訓練）、就労移行支援、

就労継続支援Ａ型、就労継続支援Ｂ型、

共同生活援助、移動支援

訪問介護、訪問入浴介護、通所介護、通所リハ

ビリテーション、短期入所生活介護、短期入所療

養介護、認知症対応型共同生活介護、特定施設

入居者生活介護、介護老人福祉施設（特別養護

老人ホーム）、介護老人保健施設、介護療養型

医療施設、介護医療院、小規模多機能型居宅介

護、定期巡回・随時対応型訪問介護看護、看護

小規模多機能型居宅介護

※ 介護予防・第1号訪問事業における介護予防訪問サービ

ス・第1号通所事業における介護予防通所サービス及び介護

予防短時間通所サービス・認知症対応型・地域密着型・夜間

対応型の各サービスを含みます。

● 初任者研修受講者
研修受講料の２０％を補助（上限２０，０００円まで）
補助予定者数：８名（うち、介護事業所従事者分５名、障害事業所従事者分３名）

●初任者研修受講者かつ川崎市介護予防訪問サービス（生活援助特化型）従事者養成研修受講者
研修受講料の２０％を補助（上限３０，０００円まで）
補助予定者数：３名

●実務者研修受講者
研修受講料の３０％を補助（上限５０，０００円まで）
補助予定者数：３名

① 研修修了日が、申請の１年以内の方

② 介護職として、以下記載の「介護保険サービス事業」もしくは「障害福祉サービス事業」のいずれかを

提供する川崎市内の事業所・施設において、申請日の１年以内に就労を開始した方（※１）

③ 申請時において、上記②の就労が就労開始日を起算日として、3か月以上継続している方

④ 申請時において、上記②の就労が継続している方（辞めていない方）

⑤ 上記②の就労について、事業所・施設に直接雇用されている方。（※２）

⑥ 研修受講料について、本事業の補助も含め、雇用主や他機関から補助を受けていない方（※３）

※１ 登録ヘルパー等の場合は実働開始日を就労開始日とします。
※２ 原則として、派遣社員は対象外。
※３ 申請中の補助も含みます。



３． 提出書類

４． 申請の流れ

５．その他

※ ①、②の様式は川崎市高齢者事業推進課、各区役所高齢・障害課で配布しています。

また、川崎市高齢者事業推進課のホームページ上からダウンロード可能です。

書類提出 審査・通知 請求 振り込み

３．の①～④の書

類を申請期限ま

でに川崎市高齢

者事業推進課に

提出してください。

申請書類を審査し、

補助金交付の可否

を文書でお知らせ

します。

補助金交付が決定

した方には請求書

類をお送りします。

期限までに請求書

類を提出してくださ

い。

請求書類に記載

された金融機関

口座に補助金を

振り込みます。

６．問い合わせ先・提出先

① 交付申請書 （第１号様式）

② 就業先の証明を受けた就業証明書 （第２号様式）

③ 修了証明書の写し

④ 受講料を支払ったこと及び金額を証明する領収書等の写し

【申請期限】 平成３１年３月２９日（金） 必着

※ 原則として、申請が年間の補助予定者数（１．制度概要の記載箇所でご確認ください）に達した場合、申

請期限前に終了させていただきます。

川崎市健康福祉局高齢者事業推進課

〒210-8577 川崎市川崎区宮本町１番地

電話044-200-2652 FAX044-200-3926


